
７－９一般廃棄物焼却施設発電電力の自己託送等事業仕様書 

 

１ 目的 

 本事業は、つくば市（以下、「発注者」という。）が所管する一般廃棄物焼

却施設であるつくばサステナスクエア内クリーンセンター（以下、「クリー

ンセンター」という。）で発電した電力の有効活用により、つくば市役所本

庁舎外 69施設（以下、「本庁舎等」という。）の脱炭素化を図ることを目的

とする。 

 

２ 事業概要 

  本事業は、以下の３つの業務を実施するものとする。 

(1) クリーンセンターで発電した電力のうち、自家消費しない電力で、特定

契約の用に供しない電力（以下、「非 FIT電力」という。）を一般送配電事

業者が維持管理する送配電ネットワークを介して、本庁舎等に送電（以

下、「自己託送」という。）する業務 

(2) 本庁舎等において自己託送では不足する電力需要に対して、電力を供給

（以下、「負荷追随供給」という。）する業務 

(3) 自家消費及び自己託送電力を除いた余剰電力を購入する、又は第三者へ

売却する業務 

 

３ 事業期間 

  令和７年 10月１日から令和９年９月 30日まで（２年間） 

 

４ 定義 

(1) 発電計画 

受託者が一般送配電事業者と締結する発電量調整供給契約に基づき、当

該一般送配電事業者に対し提出する年間計画･月間計画･週間計画･翌日計

画･当日計画 

(2) 算定期間 

当月の検針日の午前０時から翌月の検針日前日の午後 12時までの期間 

(3) インバランス 

電気関係報告規則第 1条第２項第２号に定めるもの 

(4) 夏季 

７月１日から９月 30日までの期間 

(5) その他季 

   10月１日から翌年の６月 30日までの期間 



(6) ピーク時間 

夏季の平日（土曜日を含む。）の午後１時から午後４時までの時間帯 

(7) 昼間時間 

平日（土曜日を含む。）の午前８時から午後 10時までの時間帯（ただ

し、ピーク時間に該当する時間帯を除く。） 

(8) 夜間時間 

ピーク時間及び昼間時間以外の時間（ただし、日曜・祝日（「国民の祝

日に関する法律」に規定する休日）及び１月２日、１月３日、４月 30

日、５月１日、５月２日、12月 30日、12月 31日は、全日「夜間時間」

とする。） 

 

５ クリーンセンターの諸元 

(1) 売却場所 

所在地 茨城県つくば市水守 2339番地 

名称 つくば市クリーンセンター（つくばサステナスクエア） 

(2) 電気方式等 

電気方式 交流３相３線式 

周波数 50Hz 

標準電圧 66,000V 

需給地点 需要場所における市の施設した縮小型受電設備の受電用プッ

シング端子と送配電事業者の架空引込線との接続点 

(3) 可燃ごみ焼却設備 

ア 処理方式 全連続燃焼式焼却炉（ストーカ式焼却炉） 

イ 施設規模 375t/日（125t/24時間×３炉） 

(4) 発電設備 

ア 台数 1台 

イ 発電容量 3,400kW（ただし、一般送配電事業者の送電網に流すことが

できる最大電力は 2,300kWとする。） 

ウ 形式 横軸回転界磁全閉内冷形三相交流同期発電機 

(5) 電力量等の検針設備 

ア 自動検針装置 有 

イ 一般送配電事業者の検針方法 自動検針 

(6) 検針日 前月末日 24時 

(7) 発電量 

クリーンセンターの発電量（自家消費分を除く。）は、「別紙３：クリー

ンセンター発電量実績」のとおりとする。ただし、発注者はそれに示した



発電量に拘束されないものとする。 

 (8) その他 

発電設備は、年次定期点検、修繕工事等により相応の期間の運転休止期

間が生じるものとする。 

また、売電において一般送配電事業者からパルス提供は受けていない。 

 

６ 自己託送及び負荷追随先 

  「別紙１：対象施設一覧」のとおりとする。なお、自己託送及び負荷追随

先の電力需要実績は「別紙２：電力使用量実績」のとおりとする。 

 

７ 自己託送に係る需給管理及びその関連業務に係る事項 

(1) 受託者は、クリーンセンターで発電し、自家消費に要しない電力のう

ち、非 FIT電力の一部を一般送配電事業者の送配電ネットワークを利用し

て本庁舎等への供給に係る需給運用を実施すること。 

(2) 受託者は、電力広域的運営推進機関（以下「広域機関」という。）が定

める業務規程及び一般送配電事業者が定める託送供給等約款に基づき、自

己託送実施に当たって必要な各種計画（以下「各種計画」という。）を作

成・提出すること。 

(3) 受託者は、作成する各種計画の値は、クリーンセンターと本庁舎等の需

給予測に基づいて算出するものとし、広域機関に提出した当月の計画値、

及び実績値（確定電力量）について、加工可能な電子データ（例：

Microsoft エクセル形式）にて翌月末日までに、発注者に電子メールで提

出すること。 

(4) 発注者は、突発的なクリーンセンターの発電停止や本庁舎等の受電停止

等により提出済の各種計画について変更が必要となることが明らかになっ

た場合、又は、そのことが合理的に予見できる場合は、受託者へ可能な限

り速やかに過不足量や期間などを連絡するものとする。 

この場合において、受託者は、速やかに広域機関等に変更の計画を提出

すること。 

(5) 発注者は、業務実施に必要となる広域機関システムの利用権限、電子証

明書について、受託者の協力のもと手配し、受託者に貸与するものとす

る。 

また、受託者は、一般送配電事業者の専用ホームページのアカウント ID

及びパスワードについて、発注者が指定したものを使用するものとする。 

(6) 受託者は、本業務における当月の実績報告を翌月末日までに発注者に提

出すること。なお、提出方法は(3)と同様とし、実績内容については、次



の各項目を記載すること。 

ア クリーンセンター及び本庁舎等における月ごと、施設ごとの自己託送

計画電力量 

イ クリーンセンター及び本庁舎等における月ごと、施設ごとの自己託送

実績電力量及び金額 

 

８ 一般送配電事業者との託送供給契約履行に係る事項 

(1) 受託者は、一般送配電事業者と締結する発電量調整供給契約に基づく発

電契約者として、託送供給等約款に定められた業務を行うこと。 

(2) 受託者は、一般送配電事業者と締結する接続供給契約に基づく契約者と

して、託送供給等約款に定められた業務を行うこと。 

(3) 受託者は、前項に定めるもののほか、インバランス発生時における役務

的及び金銭的責任を負うものとする。 

 

９ 自己託送の供給電力量に係る費用負担金に係る事項 

(1) 発注者は、一般送配電事業者が発注者へ請求する、あるいは発注者が一

般送配電事業者へ請求する自己託送に係る接続サービス料金等は、一般送

配電事業者が示す単価により算出された金額を一般送配電事業者へ支払い

又は請求を行うものとする。 

  なお、この場合において、発注者は一般送配電事業者から請求を受けた

金額のうち、インバランス料金を受託者に請求するものとする。 

(2) 受託者は、前項により確定した請求額を発注者から請求された時は、発

注者に指定された期日までに支払うこと。 

 

10 負荷追随供給及びその関連業務に係る事項 

(1) 負荷追随供給 

受託者は、自己託送で本庁舎等の電力需要を賄うことができない場合、

負荷追随供給を行うものとする。なお、供給する電力は、二酸化炭素排出

ゼロの電力とすること。 

 (2) 供給電気方式等 

ア 供給電気方式 交流３相３線式 

イ 供給電圧（標準電圧） 6,000V 

ウ 計量電圧（標準電圧） 6,000V 

エ 標準周波数 50Hz 

オ 供給方式 中央配水場 ２回線方式 

       その他   １回線方式 



(3) 検針 

ア 自動検針装置 有 

イ 検針方法 遠隔自動検針 

(4) 需給地点 

各施設需要場所における一般送配電事業者の引込線と発注者の開閉器

電源側接続点 

(5) 電気工作物の財産分界点 

需給地点に同じ 

(6) 電力使用量の増減 

本庁舎等の電力使用量は、「別紙１：対象施設一覧」及び「別紙２：電

力使用量実績」のとおりとする。ただし、発注者はそれに示した契約電力

及び電力使用量に拘束されないものとする。 

(7) 電力の計量 

ア 負荷追随料金の算定に必要な使用電力量、最大需要電力及び力率の計

量は、発注者の需要場所に設置された計量器により行うものとする。 

イ 受託者は、計量日時を発注者との協議により定めるものとし、その

計量結果を発注者に提出すること。 

(8) 燃料費調整 

燃料費の変動により、燃料費調整額が必要となった場合は、発注者、

受託者協議の上、燃料費調整制度による調整を行うことができるものと

する。 

(9) 再生可能エネルギー発電促進賦課金 

「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」に基づ

くものとする。 

(10) 電気料金の請求及び支払方法 

ア 受託者は、当月分の電気料金に係る請求書を発注者が指定する施設

等に請求し、検針日の翌日から起算して 30日（その日が金融機関の休

業日の場合は、その翌営業日）以内にこれを支払うこと。 

イ 受託者は、請求の内訳（契約電力、使用電力量、最大需要電力、金

額等）を発注者が電子データで確認できるようにすること。 

(11) 受託者は、負荷追随事業者として自己託送実施に当たって必要な各種

計画を作成・提出するに当たり、提出期限、提出方法及び提出フォーマ

ット等を遵守すること。 

 

11 余剰電力の買取及びその関連業務に係る事項 

(1) 受託者は、クリーンセンターで発電した電力のうち、自家消費及び自己

託送する電力を除いた非 FIT電力の全量を買い取る、もしくは受託者を通

じて日本卸電力取引所を含む第三者へ売却すること。その買取単価は「７



－９一般廃棄物焼却施設発電電力の自己託送等事業に関するプロポーザ

ル」で受託者が提案した金額、もしくは計算方法とすること。 

 (2) 発注者は、一般送配電事業者から提出された検針結果から算出された

各月の売電額に消費税及び地方消費税相当を加えた請求額を遅滞なく受託

者へ報告するものとする。なお、当該請求額は受託者の確認を以て確定す

るものとする。 

(3) 受託者は、前項により確定した請求額を発注者から請求されたときは、

発注者に指定された期日までに支払うこと。 

 

12 その他 

(1) 受託者は、発注者が行う当該施設の運営･維持管理業務及びそれに附帯

する業務を妨げないものとする。 

(2) 料金その他を計算する場合の端数処理方法は下記に定めるところによ

る。 

ア 金額の単位は 1円とし、その端数は小数点以下を切り捨てる。 

イ 単価の単位は 1銭とし、その端数は小数点以下を切り捨てる。 

ウ 消費税及び地方消費税相当額の単位は 1 円とし、小数点以下を切り捨

てる。 

エ 契約電力及び最大需要電力の単位はキロワットとし、小数点以下第 1位

を四捨五入する。 

オ 使用電力量の単位はキロワット時とし、小数点以下第 1 位を四捨五入

する。 

カ 力率の単位はパーセントとし、小数点以下第 1位を四捨五入する。 

(3) 発注者及び受託者は、需要予測及び各種計画の作成・提出等の運用に必

要な事項（緊急連絡先を含む）について、契約締結後、速やかに申し合わ

せること。 

(4) 自己託送開始日から自己託送を実施するに当たり、自己託送開始日より

前に提出する各種計画等の作成についても本業務の範囲に入るものとす

る。 

(5) 本仕様書に定めのない事項については、当該地域を管轄する一般送配電

事業者の定めに準ずるものとし、発注者、受託者間協議により定めるもの

とする。 


